
平成27年9月29日
島根県雲南市
（政策企画部地域振興課）

小規模多機能自治による
住民主体のまちづくり
～雲南市の地域自主組織～

• 平成16年11月1日、６町村で合併し、「雲南市」誕生。

■ 面積 ５５３．４ｋ㎡ （東京２３区の約９割）
■ 人口 ４１，９２７人 （平成２２年国勢調査）

雲南市の概要
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出雲市●

島根県

●松江市

島根県

中山間地域で、

全域が過疎指定
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全国最多の３９個の銅鐸が出土
（加茂岩倉遺跡・銅鐸は国宝）

【日本さくら名所】斐伊川堤防桜並木

たたら製鉄の遺構；全国唯一の現存する高殿
（菅谷たたら高殿）

スサノオノミコト、クシイナダヒメが造ったとされる
「日本初之宮」須我神社・和歌発祥の地

今後の雲南市の２０年間と日本の３５年間の
人口減少率は同程度
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※国勢調査及び国立社会保障･人口問題研究所推計結果より

雲南市の人口

日本の総人口
2010年

●
128,057千人

●
2045年

102,210千人

▲２割

●
2010年
42千人

●
2030年
32千人

▲２割

（出典）国立社会保障・人口問題研究所2012,2013年推計結果



4（出典）国立社会保障・人口問題研究所2012,2013年推計結果

日本の高齢化率

雲南市の高齢化率雲南市の高齢化率は
２０年後の日本と

ほぼ同水準

高齢化率は、日本を２０年先行
つまり、

雲南市の人口減・少子高齢化

は日本の近未来の縮図！
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人口が２割減少し、

高齢化が進むと・・・

人口減少・少子高齢化は
地域社会崩壊の危機を招く！

２割減
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雲南市のまちづくりの基本姿勢

雲南市まちづくり基本条例（平成20年11月1日施行）より

（前文抜粋）

～中略～

「まちづくりの原点は、主役である市民が、自らの責任により、主体的に関わることです。

ここに、市民、議会及び行政がともにこの理念を共有し、協働のまちづくりをすすめるた
め、雲南市まちづくり基本条例を制定します。」

（目的）

第１条 この条例は、雲南市におけるまちづくりの基本理念を明らかにするとともに、その
基本となる事項を定め、協働のまちづくりをすすめることを目的とします。

→ 雲南市のまちづくりの基本 ＝ 「協働のまちづくり」

そのためには ⇒ 市民が主体的に関わることが必要。
市民が主体的に関わる ＝ 「住民自治」

～協働のまちづくり～
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「協働のまちづくり」をまちづくりの
基本に据えている点が重要！

ここからどのようにして
「協働」の仕組みを整えるか…



雲南市発足時
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（合併協議会コミュニティ・住民自治ＰＴ報告書より）
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【基本的な考え方】 ■地域委員会
○総合センターと一体になったセンター単位のまちづくり
の推進や提言
・地域振興を図るための地域計画の策定
・地域振興のための事業の企画、立案、実施、支援等
・地域振興基金の活用に対する意見

○市長の諮問に応じ又は必要と認める事項に意見提案
○地域自主組織への情報提供、支援

■地域自主組織
○住民意見の把握・集約を行い、地域実情を踏まえた事
業・施策の協議や総合センターの長への意見提案
○地域の身近な課題の解決や住民間の親睦活動の実施、相
互扶助サービスの運営等を住民が協力して総合的に対応
○市から地域における身近な行政事務を受託

■まちづくりグループ・ＮＰＯ
○一定のテーマや目的をもち、地域の枠にとらわれない活
動を展開
○地域自主組織への参画や活動を通じた協力・連携・交流
○本庁並びに地域担当職員との連携と活動支援
○行政との対等性、明確な役割と責任、活動の透明性と公
開性を確保
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地域自主組織の設立経緯

コミュニティ･住民自治プロジェクト報告書
新市建設計画

雲南市発足

地域自主組織
設立

H17
～H19

H16.11

H19 総合計画策定

H20 まちづくり基本条例施行

H15

H16

地域自主組織を位置付け

◆ 集落機能を補完する新たな自治組織の確立

◆ 地域の主体性に基づく組織化が進むような環境づくり

“ピンチ” を “チャンス” へ
「地域崩壊の危機」 を 「住みよい地域づくり」へ

～新たな地縁モデルの結成～

10

目的型組織

地縁型組織

自治会 町内会

ＰＴＡ

属性型組織

女性グループ

高齢者の会

消防団

営農組織

文化サークル

概ね小学校区域で
広域的な地縁組織に再編

＝小規模多機能自治地域自主組織

“１世帯１票制”
ではなく

“１人１票制”

～考え方～

地域自主組織とは？
対象）地縁による様々な人、組織、団体

意図）地域課題を自ら解決する。

活動）長所を活かし、補完し合う。

⇒結果）地域が振興･発展する。

年代や性別、活動が異なる様々な組織や団体が地縁でつながり、

連携を深めることにより、それぞれの長所を活かし、補完し合うことで、

地域課題を自ら解決し、自地域の振興発展を図る。
１＋１＞２

地域自主組織

の目的
＝小規模多機能自治
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多世代住民
×多様な団体

住 民 ・ 各種団体

会長

副会長

事務局
監査

機関
理事会等

○
○
部
会

地域自主組織

○
○
部
会

○
○
部
会

○
○
部
会

目的型組織

地縁型組織

自治会 町内会

ＰＴＡ

属性型組織

女性グループ

高齢者の会

消防団

営農組織

文化サークル



地域自主組織（一覧）
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・Ｈ１９年度に市内全域で結成完了

・住民発意により発足

■地域自主組織数＝３０組織

■拠点数＝３０交流センター

※H19.9.30、新市いきいき会が

市内最後の自主組織として発足。

（当時４４組織目）

※H22.4.1、掛合地区で３つのコミュ

ニティが１つに統合。

（市全域で４２組織に）

※民谷分校の閉校を契機に、

H26.1.21、民谷地区振興協議会

が吉田地区から分離独立。

（当時４３組織目）

※加茂町では14組織を一本化し、

H27.3.8、加茂まちづくり協議会が

発足。（市全域で３０組織に）
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地域自主組織（一覧）

■人口規模
２００人弱～６０００人程度
（平均約１３５０人）

■世帯数
６０弱～１９００世帯程度
（平均約４４０世帯）

■面積規模
０.８５～７３km2程度
（平均約１８.４５km2）

■人口密度
１０～９２５人/km2程度
（平均１９３人/km2）

加 茂 地 区

活動拠点の整備（公民館から交流センターへ）
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H22年度～
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移
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生涯学習

地域福祉

↓

生涯学習

地域

づくり
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■自らの地域は自ら治める！

■“地縁”でつながる様々な人、組織、団体が連携
し、相乗効果を発揮！（地域の総力）

…子どもから高齢者まで、性別に関わらず。
…単位自治会だけでは解決が困難なことを解決！

■イベント型から課題解決型へ！
※イベントにも、何らかの目的があるはず

■地域力（個性）を活かすこと！
15

地域自主組織のポイント



地域自主組織の事例紹介

【躍動と安らぎの里づくり鍋山】

※H24地域自主組織取組発表会資料より

安心生活見守り事業
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「まめなか君の水道検針」 「守る君のまかせて支援事業」

市水道局との委託契約で

検針機会を利用し、

毎月、全世帯を訪問、声かけ。

２４時間体制で

要援護者の見守りと

ＳＯＳを受信

事例

地域自主組織の事例紹介

【中野の里づくり委員会】

※H24地域自主組織取組発表会資料より

事業名：（笑んがわ市 事業）

・ＪＡの空き店舗を活用し、

毎週木曜日に開催。

・産直コーナーは、地元生産
者が作った新鮮野菜、ＪＡ果
樹センターの季節の果物、
恵曇漁港からの鮮魚販売。

・憩いのコーナーは、手作り
の茶口やコーヒーが２００円
で飲み食いでき、楽しい語ら
いの場となっている。

事業分野 地域づくり 生涯学習 地域福祉
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空き店舗活用×交流の場

↓
買い物支援×生きがい

↓
住みよい地域

自立運営



事業名：（笑んがわ市 事業）

販売コーナー
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事業名：（笑んがわ市 事業）
憩いのコーナー
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事業名：（笑んがわ市 事業）
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地域自主組織の事例紹介

【塩田地区振興会】

※H24地域自主組織取組発表会資料より



事業名：（配食事業）

・平成18年4月、配食グループ『いぃ～飯会』を立ち上げ、
毎月、第4土曜日の午後２時頃から４０食分を調理し、

午後５時以降、利用会員宅（高齢者世帯・単身者世帯）
に配食。

・地産地消をモットーに食べ易い献立を考え、調理。

・「声掛け」、「安心・安全の確認」が出来、喜ばれている。

事業分野 地域づくり 生涯学習 地域福祉
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・予定日を変えることなく、８年目を継続中！
・スタッフ１５名のうち、毎月最少でも８名は出席！
・心のこもった手作りメッセージ

→スタッフ名や季節の言葉を書いた代表者手書きのメッセージや誕生日月に
は、誕生日カード、弁当の蓋に乗せる上紙は月別に手作りをして届けている。

・季節感たっぷりな料理
・スタッフの交流
・食材も自分たちで育てる！
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【田井地区振興協議会】

地域自主組織の事例紹介

※H24地域自主組織取組発表会資料より

事業名：（深野神楽子ども教室10周年記念共演会）

・深野神楽子ども教室開講10周年を迎えるの

を記念して、交流がある子ども神楽社中を招
いて共演会を開催し交流を深める。

・伝統芸能の伝承保持・地域活性化の基とな
りうる子どもを育てると同時に地域住民が誇
れる郷「田井」づくりを目指す。

事業分野 地域づくり 生涯学習 地域福祉
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・子ども神楽教室卒業生が深野神楽団に入団

→保育所から中学校のふるさとタイムでの神楽まで、神楽

好きの子は一貫して11年間継続してやり、高校生から深

野神楽団へ入団し大学卒業後も神楽をしたいが為に田

井へ帰ってくる。

・奏楽 鼕・太鼓・合調子の他にも神楽笛までも
全て子ども

→神楽笛を子どもが出来るのは出雲部でも希少

事業名：（深野神楽子ども教室10周年記念共演会）
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地域自主組織の事例紹介

【松笠振興協議会】

※H24地域自主組織取組発表会資料より

事業名：（松笠婚カツ隊活動）

①事業内容

婚活のために様々な活動をする集団で、平成２１年１１月に結成した。

松笠振興協議会総務部のスタッフが、様々な出会いの場の提供を支援し、
出会いイベントの企画・運営を行っている。
独身男性である婚活実行者は、出会いイベントに参加しつつ、男磨き講座

（ヘアースタイル、美顔術、服装選び、会話術などを学ぶ）を受講して、自らを
磨き、モテる男に変身している。
独身男性の募集は、松笠地区だけではなく、掛合町全域、ときには雲南市

内に範囲を広げて活動している。
平成２３年度は、４回シリーズの男磨き講座を開講。
平成２４年度は、３回の出会いパーティに参加。

松笠婚カツ隊って？： 「松笠」を「愛」する人々が、「愛」のキューピット役、「愛」の仕掛人
となり、若者たちに「愛」を求めることができる環境を提供する婚活部隊！

決して、あやしい団体ではなく、松笠振興協議会の傘下で、ひっそりと活動をしている。

事業分野 地域づくり 生涯学習 地域福祉
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松笠婚カツ隊

まずは、ヘアースタイル、美顔術、オシャレな服装、会話術などを学びます。

出会いパーティで素敵な女性と！ そして毎回カップル誕生！
31



松笠の人口動態（H17国調とH22国調の比較）

32

０～４才の人口が増加！
市内では他にない事例。

※松笠の若年層のパワーが影響
しているかも？

※島根県中山間地域研究センター資料

地域自主組織の事例紹介

【阿用地区振興協議会】

※H25地域自主組織取組発表会資料より

事業名：（アヨさん体操普及推進事業）

①事業内容

・農作業と高齢化による腰痛や膝痛を予防する

・誰もが健康でいつまでも現役で暮らせる地区
づくりを目指す

発表テーマ 子ども 高齢者

34 35
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②ここがポイント！（工夫・努力していること）

・腰痛・膝痛の予防と痛みを和らげることがで
きる。また３分間という短くて簡単な体操なの
で、容易に取り組むことができる。

↓
・ 「身体教育医学研究所うんなん」と協働で
考案した体操なので、医学的根拠にもとづい
ている。

・ だれもが簡単に、短時間で取組むことがで
きる。

事業名：（アヨさん体操普及推進事業）
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地域自主組織の事例紹介

【新市いきいき会】

※H25地域自主組織取組発表会資料より

事業名：

• 地域づくりの基盤

必要な情報とは？

子ども発表テーマ 高齢者
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◎今、小学生が何人いる？

◎今年、小学校や中学校を
卒業するのはだれ？

◎ピカピカの一年生は、どこ
のだれ？

私たちの地域には

43



私たちの地域には

◎一人くらしの高齢者がいる？だれ？

◎高齢者所帯は、どこのだれ？

◎声掛けや見守りたい高齢者は？

◎支援してほしい高齢者は？

◎敬老会の該当者は？

◎来年の米寿のお祝いは？
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地域住民の情報を把握！

『福祉カード』の作成を提案！！

◎個人情報をどうする？

◎地域自主組織が取り組むことなのか？

◎情報管理はどうする？

☆作成目的、管理！

☆地域住民の理解を得る！

45

氏 名 生年月日 電話番号 備考

1 新市 太郎 大・昭・平 6年4月23日 42－2345

2 花子 大・昭・平 4年6月13日 施設入所中

3 一郎 大・昭・平 38年8月10日

4 ももこ 大・昭・平 41年6月22日

5 大輔 大・昭・平 7年10月5日 高校3年

6 はるこ 大・昭・平 9年9月14日 中学3年

新市地区住民福祉カード（見本 ）

新市いきいき会

地 区 新市 区 情報の管理

◎地域自主組織で集中管理

• カードで保管…書換えのため

• サーバーにデーターで管理

『今日現在の満年齢』

47



要支援体制の立ち上げ！
『おねがい会員』と『まかせて会員』

◎近所で支援を必要とする人はだれ？
◎だれとだれが支援者となる？

自助・公助・共助

みんなで考える！
手上げ方式では助け合えない！
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No おねがい会員 ℡ No まかせて会員 ℡ No そ の 他 集合場所 避難場所

例
木次 太郎 42-5110 新市 次郎 42-0779

自力歩行困難
車椅子

集会所 総合センター

雲南 三郎 42-0009

1

2

3

新市地区自主防災組織おねがい会員・まかせて会員 登録名簿

おねがい会員

まかせて会員
おねがい会員の避難支援をする方。向こう三軒両隣による共助。
平常時における見守り活動（声かけ・あいさつ・訪問）

● 告知放送等での避難準備情報発令時からおねがい会員/まかせて会員は避難行動を開始してください。

新市 区自力もしくは家族の介助だけでは避難が困難な方。
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地域自主組織日登の郷
「どぶろく＆田舎料理レストラン運営事業」

かやぶきの館
（移築した約140年前の古民家）

■無農薬・除草剤なしの酒米
を地元で作付けして使用

■生産は、地元民間事業者
■起業による雇用の場確保
（平成19年11月、特区認定）

■一部の食材を除き、
安心・安全な地元食材を活用

■地元スタッフが調理し、提供

交流人口の拡大による
日登ファン、雲南ファンの獲得

農村文化の再現

地産地消の推進
農業所得の向上地域の公共活動へ

収益を還元

地域資源×産業・雇用
【営業内容】
冬季を除き、週１回、水曜日か日曜日
昼のみ、どぶろく込で＠２千円
臨時営業も可
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八日市地域づくりの会「リサイクル活動」

・毎月１回、第２日曜日、午前７時～正午に実施。

・回収場所は、住民の移動距離を考え、地域内の３箇所。

・回収品目は、古紙、段ボール、アルミ缶、ペットボトル、ス
チール缶、ビン類など。

・収益は、年間１０万円弱。＝地域活動の資金として還流。

・回収袋が不要。

・家電製品の回収も年１回、１１月に実施。

特 徴

・回収頻度の増加（行政月１回→行政と地域で月２回）

・平日と休日の混在化（行政は平日、地域は休日）

・収集時間の拡大（行政は午前8時30分まで、地域は半日）

・行政の回収袋が不要（住民の経済負担軽減）

・重い物を運ぶ移動距離の短縮

・住民のリサイクル意識の醸成

・住民参加の促進

・活動資金の確保

メリット

地域ならではの、きめ細かな対応

地域と行政の協働による
公共サービスの向上

小規模多機能自治
（住民自治のプラットホーム）

八日市交流センター駐車場
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廃校活用の事例

・旧入間小学校を入間交流センター
に改修。（大学・学生との連携）

・通常の交流センターの機能に加え、
宿泊、食事提供機能を付加。

・料理の質も高く、年々宿泊者数が
増加。

H25年度宿泊者数５００人弱

・スクールバスで帰ってきた小学生
が帰りに「ただいま」と寄り、宿題を
したりして保護者の迎えを待つ。

入間交流センターを活用した交流活動
「入間コミュニティー協議会」

52 しまね田舎ツーリズムポータルサイトより 53

【波多コミュニティ協議会】買い物支援

54

・地区内唯一の小売店の撤退を受け、
交流センター内に、「店舗」開設。

・全日本食品㈱と連携し、豊富な品揃え。

・拠点を活かし、地域自主組織が運営

・サロン機能もあり、買い物客は無料送迎。

波多交流センター

うしおっ子ランド
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海潮地区振興会

地域住民による預かり保育
・公立幼稚園の放課後に、地域住民が公
立幼稚園を借りて預り保育を実施。

・幼稚園終園後の14時～18時（春・夏・冬
の長期休暇は8時～18時）まで開所。

・平成26年現在、一時預かりを含め 12人
が利用（日・季節ごとで変動）。

・スタッフは常勤２名、補助者５名。
・昭和40年から、春・秋の農繁期のみ公
民館等で季節保育所を開設し、農家等
の子育て支援を行ってきた。

・地区内にある公立幼稚園が改築される
タイミングに合わせ、その幼稚園の中に
子育て相談室の設置を行政に要望して
実現。海潮中学校ボランティア部との交流



～第２ステージ～
制度改善による活動基盤の強化

第１ステージ
基礎的基盤の整備

（組織化、活動拠点など）

Ｈ２５～

～Ｈ２４
地域委員会
見直しＧ

地域自主組織
育成強化Ｇ

ｽｰﾊﾟｰｺﾐｭﾆﾃｨ
法人研究Ｇ

市民が主役のまちづくり
推進検討会議

地域委員会

地域委員会
連絡会

地域自主組織

地域自主組織
連絡会

地域自主組織

市民（市政懇談会等）

市議会

政策会議（決定）

関係団体・市民説明

①原案を政策会議へ附議

②意見聴取

市議会説明

意見交換 意見交換

専門家
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（Ｈ２４）交流センター３年目の検証と制度改善
その他
・視察 ７か所
・社協協議など

６回

２回

１１回

円卓会議試行
２サイクル

３回

２回

左記の際

・Ｇ合同会議 ２回
・推進検討会議 ４回

●政策会議 ７回
①検討体制と進め方
②状況分析と方向性
③制度改正

・委員会 ３回
・全員協議会 ２回

・委員会 １回
・全員協議会 １回

市内各地１サイクル

２～３回

２回

交流センター移行３年目(H24)の検証結果

58

１．交流センター職員と地域自主組織の一体化が必要。
（施設管理業務＋地域自主組織業務）

２．事務局体制は、業務量に応じて充実が必要。
３．職員体制、処遇は、地域の実態に応じたものに。

交流センター職員と地域自主組織の方向性

交流センターは、地域自主組織の拠点として、概ね順調に移行、運営されている。

ただし、現行制度の一部に改善の余地がある。

また、一部地域では前向きな取り組みが芽生え始めており、新たな支援策が必要。

総
評

１．現在の方式を継続。

２．ただし、社会教育行政として求める部分は明
確に示し、きめ細かな対応が必要。

３．横断的な連絡の場、中学校と各地区との連携
が必要。

生涯学習の方向性

★地域ぐるみの福祉が推進できるものに！

そのためには…
１．地域自主組織への実質的な一体化が必要。
２．地域の自主性・裁量性を尊重できるものに。

地域福祉の方向性

・超高齢化社会への対応が必要（“交流”可能なものに）。
・事務室スペースの確保は必須（業務量は増加傾向）。
・住民の利便性と防災機能の観点が必要。

施設関係の方向性

従来（Ｈ２４年度まで）

交流センター職員と地域自主組織の一体化

地域自主組織

交流センター
交流センター
雇用協議会

職員

配置

直接雇用方式（Ｈ２５年度～）

地域自主組織

交流センター

社会保険
労務士

事務代行

直接雇用 手数料

※１件からでも可。
（直営と代行は選択性）

事務局）地域振興課

※交流Ｃ職員は、地域自
主組織の事務はもつも
のの、指示命令系統と
雇用主の関係が不整合。
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給与支払

【Ｈ２５年度からの制度改善策】

※市から財源手当。

地域自主組織による直
接雇用方式により、交流
センター職員と地域自主
組織間の乖離を制度的
に解消し、一体化。

これにより、交流セン
ターを名実ともに地域自
主組織の活動拠点として
活用できる。



地域福祉の見直し
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【Ｈ２５年度からの制度改善策】

○
○
○
部

福
祉
部
門

（
福
祉
委
員
会
）

執行機関

副会長

会長

○
○
○
部

事務局 福祉推進員

市

社

協

人件費（交付金）
人件費

地域自主組織

委嘱

見直し

×
推進員の役割や社協の

関り方等を明示

指導・支援

活動費

○
○
○
部

福
祉
部

執行機関

副会長

会長

○
○
○
部

事務局

福
祉
委
員
会

福祉推進員

市

活動費

人件費

人件費

地域自主組織

委嘱

人件費

社

協

活動費

活動費

※地域自主組織へ交付

～
H24

～

H25

地域自主組織と活動拠点の一体化

幅広い市民活動の拠点

地域自主組織

の活動拠点

企画・
指導・
支援

雲

南

市

（
所
管

市
長
部
局
）

・指
定
管
理
料

・地
域
づ
く
り

活
動
交
付
金

地

域
自
主
組
織

地域づくり担当職員による支援

・
常
勤
２
名
＋
非
常
勤
数
名
（
標
準
）

★
全
て
地
域
自
主
組
織
で
雇
用

交
流
セ
ン
タ
ー

H25年度～
↓

一
体
化

↓
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幅広い市民活動の拠点

地域自主組織

の活動拠点

企画・
指導・
支援

セ
ン
タ
ー
長
（
協
議
会
で
雇
用
）

セ
ン
タ
ー
主
事
（
協
議
会
で
雇
用
）

協
力
員
（
地
域
自
主
組
織
で
雇
用
）

交流センター

雲

南

市

（
所
管

市
長
部
局
）

・指
定
管
理
料

・地
域
づ
く
り

活
動
交
付
金

地

域
自
主
組
織

地域づくり担当職員による支援

交流センター

交
流
セ
ン
タ
ー

H22年度～

地域福祉 生涯学習

地域

づくり
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地域委員会とは… 地域委員会条例より ※2013年3月末条例廃止

（趣旨）
第1条 市長は、雲南市の自治の推進を図るため、合併前の大東町、加茂町、

木次町、三刀屋町、吉田村及び掛合町の区域ごとに、総合センターと一体に
なった旧町村単位のまちづくりの推進や提言を行う地域委員会を置くこととし、
この条例にその組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（基本原則）
第3条 市長は、地域委員会の意見を尊重しなければならない。
2 地域委員会は、当該区域の住民から寄せられた意見等を尊重しなければな
らない。

（所掌事務）
第4条 地域委員会等の所掌事務は、当該区域に係る次に掲げる事項とする。
(1) 地域振興を図るための地域計画の策定
(2) 地域振興のための事業の企画、立案、実施、支援等
(3) 地域振興基金の活用に対する意見
(4) 地域自主組織等の育成支援に関する事項
(5) 市長の諮問に対する答申
(6) その他市長が必要と認める事項

地域委員会の発展的解消 地域委員会の検証結果（2012年）

地域委員会

での意見

地域委員会

委員構成の変化

市議会

での意見

地域委員会の

活動実績

地域自主組織から

見た地域委員会

地域自主組織
の横断的組織

が理想的
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地域推薦委員

の方が効果的

まちづくりの推
進や提言は十
分できなかった

地域自主組織、地域
自主組織連絡会に

一本化すべき

地域と密着、地域の
意見を反映し、横の
連携が図れるものに

地域意見を

反映できるものに

地域自主組織との
つながりをもち、地
域自主組織を軸に

多様な
市民

実動力
意見･
提言力
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総合センター

地域委員会

地域づくり
担当職員

雲南市

議 会

町単位

総合
センター

地
域
づ
く
り

担
当
職
員

本庁

議 会

市

地域自主組織

地域自主組織

地域自主組織

地域自主組織

地域自主組織

2013～

※町単位のみにとらわれない

NPO法人等

NPO法人等

部
門

横
断

対等 協議
※地域委員会は、発展的に解消

以前

地域委員会を発展的に解消

（平成25年度からの概念図）
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市

議会

自主
組織

自
治
会

部局

部局

部局

部局

部局

部門

部門

部門

部門

部門

各
部
門
横
断
会
議

■平成２５年度から、「地域円卓会議」を本格導入

※地域と「直接的に・横断的に・分野別で」協議

地域と行政の協議の場

具体的方法

『円卓会議方式』とは…
（基本的事項）

■フラット制（それぞれが対等な立場で参加）

■直接対話方式により、共有、協議、協働を促進する場

■主役はテーマ（共通のテーマを議論）

■横の情報交換の場としても活用

■分野別円卓会議も設ける

■原則として公開し、透明性の確保と多様な参画を目指す。

■話し合いやすい規模で構成。

■「組織」ではなく、「会議」。…地域課題の解決を目指す場

■基本的には、会議ルールもこの場で確認し、決定。
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

議会 議会 議会 議会

個別
訪問

2013年度地域円卓会議年間スケジュール

67

【ねらい】
①全体の底上げ。
②課題解決型の促し。

地域
福祉

（規模別）

【ねらい】
①市の防災対策の状況理解。
②自主防災活動の推進。
③要援護者対策の実効性確保。

【ねらい】
①深める。
②共有する。
③つなげる。

防災
(規模別)

生涯
学習
・社会
教育

（規模別）

ま
と
め

ま
と
め

ま
と
め

状
況
把
握

年
間
計
画

協
議

施策、活動へ反映



日程等）７月２２日（月）～８月８日（木）、７グループ・７会場 ※１回当り２時間程度

テーマ）地域の防災対策を進めていくためには？

出席者）地域自主組織 …５名以内程度（配布資料を参考に調整）

市（危機管理室、健康福祉総務課、地域振興課、自治振興課等）

雲南市社会福祉協議会

ねらい）①市の防災対策の状況理解。

②自主防災活動の推進。

③要援護者対策の実効性確保。

方 法）資料を配布した上で、プロジェクターも用い、

区切って説明し、その都度意見を求めた。

市の進行で各地域の状況を相互に紹介し

てもらうとともに、意見をいただいた。

意見は、その場でスクリーンに映しながら

メモとしてまとめた。

H25分野別円卓会議の結果（一例）
～『地域防災』円卓会議～
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進行；地域振興課次長

１．市内全域の自主防災の状況紹介 【危機管理室】

２．地域防災計画、自主防災活動の重要性 【危機管理室】

<意見交換> 以上で約３０分

３．要援護者対策の市の考え方 【健康福祉総務課】

<意見交換> →休憩 約２０分

４．有事の際の役割分担 【危機管理室】 約３０分

※各地域の状況は、逐次相互に紹介

<意見交換> 約２０分

６．原子力災害に備えて 【危機管理室】 約２０分

７．本日のまとめ 合計２時間

各会議の内容
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（総評）

・ほとんどの地域で関心が高く、概ね好評であった。

・意識啓発と他地域の状況を知る機会となり、今後の自主防災活動の推進に効果的だった。

・先進的地域の具体的な事例紹介は実践事例として有効。

・自主防災力強化のためには、基礎となる班、自治会との関係強化も重要。

・防災への取り組みは、繰り返し、継続していくことが重要。

・防災は、地域の主体性定着の契機にもなり得る。

・個人情報の扱いは、今後も住民に正しく理解してもらう必要がある。

まとめ

①市の防災対策の状況理解

基礎的な部分について、少なく

ともこれまでよりも理解は進ん

だと思われる。ただし、今後も

継続して理解してもらえるよう

進めていく必要がある。

②自主防災活動の推進

進んでいる地域とそうでない地

域の混在グループで開催した

ことにより、進んでいない地域

の意識啓発に大きな効果があ

った。

③要援護者対策の実効性確保

地域申告方式の基本的な理解

は得られた。

次のステップとして、どのよう

に進めていくかを考える必要が

ある。

（ねらい別評価）
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まとめ

（今後に向けて）

■取組みが進む基礎的な活動基盤はあるため、今後も推進する機会があれ

ば、多くの地域で進む可能性がある。

■自主防災推進のためには、地域力が大切であり、逆に、住民主体の地域づ

くり、自治会との関係強化にも効果があると考えられる。

（今後必要な対策）

■次の段階として、先進地域のより深い事例紹介や、図上シミュレーション体

験訓練による推進ツールの普及が効果的。

■多くの先進地域は、災害時要援護者避難支援モデル事業がきっかけとなっ

ており、助成制度が推進に効果的。
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第２ステージ
制度改善による活動基盤の強化

第１ステージ
基礎的基盤の整備

（組織化、活動拠点など）

～第３ステージ～
「新しい公共」の創出

地域
自主組織

地域
自主組織

地域
自主組織

地域
自主組織

NPO法人
まちづくりG

NPO法人
まちづくりG

NPO法人
まちづくりG

NPO法人
まちづくりG

行政
パートナー
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意識改革
（市民はまちづくりのパートナー）

○住民自治の中核＝地域自主組織

市民と行政が垂直的関係から水平関係に
（統治的） （協働）

生命と神話が息づく 新しい日本のふるさとづくり

まちづくりの基本理念（共通の目標）

協働のまちづくり

○NPO法人・まちづくりG＝自治を補完

交流センターにおける大腸がん検診容器の取扱い
（H25多根地区での試行結果）
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講座の後、引き続き大腸がん検診をテーマにグループワーク。（参加者21名）

その結果、大腸がん検診容器を交流センターにおく案が出された。

１．ふるさとづくり講座の開催（H25.11/19）

ふるさとづくり講座 グループワーク

交流センターにおける大腸がん検診容器の取扱い
（H25多根地区での試行結果）
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多根交流センターに検診容器を置かせてもらい、交流センターで取扱い。

自己負担額＠５００円／個。代金は毎日市職員が回収。

受診者は、採便後、検査機関へ専用封筒で直接郵送。

２．検診容器取扱いの試行（H25.11/25～12/7）

検査キット

公益財団法人茨城県総合健診協会ＨＰ「けんこうリンク」より
→http://www.ibasouken.org/checkup/cancer/colon/index.html



交流センターにおける大腸がん検診容器の取扱い
（H25多根地区での試行結果）

76
交流センターで振り返り（ H26.1/17）、結果を多根地区に報告。
次年度も地元の継続意向あり。

３．試行結果

■実績１３人（地区配布総数の１８．８％。前年比・地区で１０人増）

■４６．１％が初受診 内訳）男性９人[初受診４人]、女性４人[初受診２人]

交流センターにおける大腸がん検診容器の取扱い
（H25多根地区での試行結果）
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■健康づくりは、個人個人に直接関わることなので、できるだけ身近な場所が効
果的。 →交流センターでの容器取扱いは効果的。

■住民の主体性と継続性が重要。 →出前講座のような機会はきっかけとなり
得る。

■保健師は、住民の生活実態や健康問題の背景にある要因を把握し、明らか
にすることが重要。 →データをわかりやすく伝えることが重要。

４．考察 ～保健師の考察結果より～

【健康づくりで大切なこと】

・地域で、健康づくりに意欲的に取り組む意思があること。

・行政は、専門的見地から実態や要因を把握し、地域へ明らかにすること（保
健師）。

・主体的に健康課題を解決しようとする地域へ、病院や大学等の専門機関と行
政とが連動して働きかけ、ともに進めていく。

・相互に顔の見える関係性を構築し、課題を共有してともに行動していくこと。

「雲南市に地域自治を学ぶ会」（雲南ゼミ）発足！

目的：相互に学び、それぞれの地域で実践する。

目標：３年間で計約１００名のゼミ生を輩出し、全国各地で共有・展開。

対象：「雲南ゼミ八則」に賛同した地域自治に取り組む人。

79

～ＩＩＨＯＥ[人と組織と地球のための国際研究所]代表 川北秀人さん提唱～

一つ。「学ぶ」

二つ。「動く」

三つ。「伝える」

四つ。「促す」

五つ。「仕組みをつくる」

六つ。「手伝う」

七つ。「挑む」

八つ。「集う」

雲南ゼミ八則（骨子）
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全国各地から参加

毎年春と秋の年２回開催
北海道から九州まで、自治体やＮＰＯ法人、学識経験者など、

２０～４０名前後が参加。

↑２０１３年５月２４～２５日 小規模多機能自治を考える円卓会議（雲南市役所）の模様

【Ｈ２７年度】
前期； ６/４（木）～６（土） 後期；１１/５（木）～７（土）
内容； 現地視察、勉強会（普及・深化）、地域自主組織取組発表会（6/6、11/7） など

←ＩＩＨＯＥ[人と組織と地球の
ための国際研究所]
代表川北秀人さん提唱
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小規模多機能自治の課題

（４自治体共通の課題）

①任意団体であるため、契約行為が代表者の私的契約になってしまう（雇用契

約含む）。

②多額の金額の扱いが個人責任になってしまう。

③農業法人など分野別に適した法人組織はあるものの、地域自治組織は複合

的な要素をもつ組織であり、その活動が多分野にわたるが、収益事業ごとに

納税義務が生じ、本来ならばある部門の公益的活動による収益を他の部門の

公共的活動の原資として活用したいところであるが、みなし寄付は適用できな

いため、公益的活動による自主財源確保の阻害要因となっている。

④市民力による公共的性質をもった組織であるが、公益法人やＮＰＯ法人のよう

に寄附控除の対象ではないため、寄付金による財源確保が進まない。

こうした課題は４自治体だけでなく、小規模多機能自治が進展した場合、契約行

為や収益事業（指定管理も収益事業の一つ）による納税義務が生じるなど、どの

自治体でも直面せざるを得ない課題であり、全国共通の課題である。 83

協議経過
～三重県伊賀市・名張市・兵庫県朝来市・雲南市～

４自治体相互の状況と課題の共有、
及び現行法の状況を共有

実務レベル協議

（松阪市等周辺自治体も傍聴）

実務レベル協議

第２回協議
（7/17、三重県名張市）

第１回協議
（7/2、三重県津市）

望ましい法人格の骨子を協議



84

専門家を交えた協議 専門家を交えた実務レベル協議

第４回協議
（12/16、兵庫県朝来市）

第３回協議
（10/25、都内）

※法政大学法学部名和田是彦教授参加※識見者として、明治大学農学部小田切徳美教授、
ＩＩＨＯＥ[人と組織と地球のための国際研究所]代表
川北秀人さん、全国町村会坂本誠調査室長、オブ

ザーバーとして、総務省地域力創造グループ地域振
興室の皆様、みずほ総合研究所社会・公共アドバイ
ザリー部研究員の皆様も参加。

協同組合方式等、現行法での可能性
や専門的知見による論点を提起

第３回協議で提起された論点の検証と
今後の方向性の再構築

協議経過
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専門家を交えた最終協議

第５回協議
（2/27、都内）

※４自治体のほか、識見者として、明治大学農学部
小田切徳美教授、ＩＩＨＯＥ[人と組織と地球のための国
際研究所]代表川北秀人さん、法政大学法学部名和
田是彦教授、愛知学泉大学伊藤雅春教授、島根県
中山間地域研究センター 藤山浩研究統括監、オブ

ザーバーとして、総務省地域力創造グループ地域振
興室の皆様、公益財団法人日本都市センター担当者
など、２０名で協議。

とりまとめ

協議・まとめ

４３ページの報告書に

※法人格は、“取得できる環境を整備する
こと”が主眼であり、行政主導で一律・一
斉に取得してもらおうとするものではない。
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現行法による主な法人格の適合性
４市による実務レベル協議において、それぞれの法人格の特性を比較検討したが、現行

法では地域自治組織に適した法人格が見当たらない。

法人名 不都合な点

認可地縁団体

・財産取得を目的としており、財産保有又はその予定がない団体は認可の対象とならな
い。
・構成員はその地域に住所を有する住民に限定されており、各種団体等は構成員になれ
ず、表決権がない。（賛助会員扱い）
・特に人口異動が激しい地域では、会員名簿を整理することが非常に困難。
・地域自治組織は子どもから高齢者まで原則として全住民が会員となるが、総会欠席時
の意見反映方法として、委任状しか認められておらず、代議員制が認められていないた
め、運営実態に合わない。
・みなし寄付は適用できない。

ＮＰＯ法人
・入会を制限することは認められないため、他地域からの入会を拒めず、地縁の区域に
構成員が限定される地域自治組織にはなじまない。

一般社団法人

・規約に入会資格で者を制限することができるが、入会申込みによって会員が決まるので、
会員になることに本人の意思が働き、条例等における地域自治組織の会員の考え方と
相違が生じる。
・みなし寄付は適用できない。
・会計簿記による会計事務が煩雑。

公益法人
・入会を制限することは認められないため、他地域からの入会を拒めず、地縁の区域に
構成員が限定される地域自治組織にはなじまない。
・会計が簿記のため会計事務が煩雑。

協同組合
・利益を目的とせず一人一票の原則に基づくなど趣旨は理想的であるが、日本では事業
目的に応じた個別法しかなく、地域自治組織のような統合型組織には向かない。

新たな法人格創設の提案
スーパーコミュニティ法人の骨格

次に掲げる事項を全て満たす法人。

１．自治体内分権（自治基本条例での位置づけ）を前提に、「住民
による自治」（参画・協働）を担う法人。

２．公共的な地域活動、経済活動を分野横断的に統合型で運営
できる法人。

３．根拠法に規定された条例に基づき、市長が認定することをも
って、地域代表制を獲得する法人。

４．住民による自律性を尊重できる法人。

…根拠法令では基本的事項のみを規定し、詳細は条例に委
任し、基礎自治体が議会の関与により適合性を判断。
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国

地方

住 民

意思
（統制）

“自ら考え、自ら決める“
（統治型自治）

統治

住民自治

行政 議会 国

地方

中央集権型

“自ら考え、自ら決め、自ら行動する“
（参画協働型自治）

基準

意見

行政 議会団体自治

住民

団体自治

住民による自治

自治体内

分権

自治基本
条例

地方分権型

現在 今後

“垂直的”自治 から “水平的”自治への提案

協議
意
思
（統
制
）

意見

意思

（統制）

参加

統治

参加

参画
協働

自治

住民自治
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90

全国の地域運営組織設置状況

⇒ 地域運営組織のほとんどは、地方自治法や合併特例法によらない組織

ＪＣ総研レポート／2013年秋／VOL.27
「全市区町村アンケートによる地域運営組織の設置・運営状況に関する全国的傾向の把握」より

■アンケート調査の概要

○調査対象 ： 2012年11月1日時点の全市区町村 …１７４２市区町村

○調査期間 ： 2012年11月16日発送 ～ 2013年3月31日締め切り

○回 答 数 ： １２９４市区町村（回収率７４.３％）

■結果概要

① 地域自治区・合併特例区のみ設置 １９

②
（地域自治区・合併特例区以外の）
地域運営組織のみ設置

３３４

③ ①②とも設置 １９

②＋③計 ３５３

（自治体数）

※（公財）日本都市センターでも、本年度さらに詳細なアンケート調査を実施・集計中。 91

(公財)日本都市センター地域再生・コミュニティに関する研究会「都市自治体
における地域コミュニティの現状及び関係施策等に関するアンケート調査」

⇒ 導入自治体の約７割は、全域（予定含む）

■結果概要 ○調査対象 全国の都市自治体：８１２団体（７８９市、２３特別区）

（速報） ○ 調査期間 平成２５年１１月１８日～１２月１８日

○ 回収数 ５０４自治体（回収率６１.２%）

N=245

⇒全国の市区でも、
およそ半数が導入。

N=504



H26年度ブロック会議・個別訪問
【ブロック会議／計１２１自治体】
①１１/１９ 静岡県ブロック（静岡市） … ５自治体参加
②１２/ ９ 近畿ブロック・大阪会場（豊中市） …３３自治体参加
③１２/１０ 東海ブロック（知多市） …２０自治体参加
④１２/１１ 近畿ブロック・滋賀会場（湖南市） …１３自治体参加
⑤１２/１８ 九州北部ブロック（福岡市） … ９自治体参加
⑥１２/１９ 九州南部ブロック（鹿児島市） … ７自治体参加
⑦１２/２４ 島根県ブロック（浜田市） … ４自治体参加
⑧ １/１４ 秋田県南ブロック（横手市） … ４自治体参加
⑨ １/１４ 三重県ブロック（津市）伊賀市・名張市担当… ５自治体参加
⑩ ２/ ７ 岩手県南ブロック（一関市） … ６自治体参加
⑪ ２/２０ 四国ブロック（松山市） …１５自治体

※雲南市は除いてカウント

【個別訪問／計９８自治体】
■九州・沖縄（２０自治体） ■中国（２１自治体） ■四国（９自治体）
■近畿・東海（ブロック会議）■北陸（４自治体） ■甲信越（１０自治体）
■関東（１７自治体） ■東北（１２自治体） ■北海道（５自治体）

⇒Ｈ２７.２.１７全国集会
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７ 【凡例】
●：個別訪問
■：ブロック会議

個別訪問・ブロック会議箇所
【北海道】

札幌市、旭川市、北見市
士別市、下川町

【東北】
青森県）おいらせ町
岩手県）八幡平市、北上市、一関市

陸前高田市
宮城県）東松島市、花巻市
秋田県）秋田市、横手市
山形県）村山市、川西町
福島県）浪江町・双葉町
ブロック会議）秋田県南、岩手県

調査期間 ； 平成26年10月～平成27年2月
※まだ取り組んでいないが関心ある自治体も訪問

【関東】
茨城県）龍ヶ崎市
群馬県）前橋市
埼玉県）熊谷市、鶴ヶ島市
千葉県）柏市、我孫子市、香取市、佐倉市

木更津市、館山市
東京都）調布市、三鷹市
神奈川県）横須賀市、逗子市、茅ヶ崎市

平塚市、小田原市
山梨県）都留市

【東海】
ブロック会議）静岡県

東海
三重県

【信越】
新潟県）新潟市、燕市

見附市、長岡市
十日町市

長野県）長野市、松本市
茅野市、飯田市

【北陸】
石川県）七尾市※現地外ヒア

富山県）射水市
福井県）福井市

坂井市

【近畿】
ブロック会議）大阪

滋賀【四国】
徳島県）徳島市、鳴門市
香川県）高松市、丸亀市、三豊市
愛媛県）松山市、西予市
高知県）高知市、南国市
ブロック会議）四国

【中国】
鳥取県）鳥取市、大山町

南部町、日南町
岡山県）岡山市、倉敷市、笠岡市

赤磐市、津山市
広島県）福山市、尾道市、三原市

竹原市、呉市、東広島市
廿日市市、安芸高田市
庄原市

山口県）山口市、下関市、周南市
ブロック会議）島根県

【九州・沖縄】
福岡県）福岡市、北九州市

宗像市、大牟田市
佐賀県）佐賀市、小城市、嬉野市
長崎県）長崎市、佐世保市
熊本県）熊本市、荒尾市、八代市
宮崎県）宮崎市、都城市

西都市
鹿児島県）鹿児島市、薩摩川内市

いちき串木野市
日置市

沖縄県）糸満市
ブロック会議）九州北部

九州南部

様々な調査結果から言えること…
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●類型化が可能

①導入自治体は全国的に拡がっている
②農村部のみならず、都市部にも及ぶ
③その仕組みは概ね共通している

●課題はほぼ共通

●情報共有の場が必要

全国の自治体等

課題への対応策

・取り組んでいる
・これから…
・関心がある

小規模多機能自治推進ネットワーク会議

様々な推進上
の課題

・税制面
・財政面
・規制面
・法人制度等

・組織づくり策
・拠点づくり策
・人材確保策
・人材育成策
・条例整備策等

内
的
要
因

外
的
要
因

状況・
課題

の共有

推進

全国的にネットワーク化
（情報共有・連携）

ＭＬ情報交換
ブロック会議
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４５都道府県内
の１８５会員

（H27.9.10現在）
※発足時１４２会員



●協（総）働の仕組み
…市民一人ひとりの力を発揮する仕組み
…自治の原点を取り戻す仕組み
…参加だけでなく、参画につながる仕組み

●自治体内分権の仕組み（全域対象）
●人口減・少子高齢化にも対応する仕組み

小規模多機能自治の仕組み
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小規模ながらも、

様々な機能をもった、

住民自治の仕組み

＝概ね（小）学校区域

＝分野横断し、統合

＝住民の参画・協働

特
徴
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補完性の原則に基づく優先度

自助 公助

重層的重層的

【まとめ】

・どっちが大事か、ということではなく、どちらも大事。

・基本的に、自治会等はその区域内、小規模多機能自治組織はそ
の区域内での活動が基本となり、一般的優先度は補完性の原則
による。

小規模多機能自治組織と自治会等の違い
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小規模多機能自治組織 自治会・町内会・区

・より広域的な区域

・一人一人が中心（総合力）

・行事よりも活動が多い
（課題解決志向）

・スケールメリットを発揮できる

・常勤スタッフ体制がある

・自治会等の区域

・世帯主が中心

・活動よりも慣習的行事が多い

・より身近なので、まとまりやすい

・常勤スタッフ体制はない
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一般的な
進化の過程

①「協働」姿勢を打出す

②計画・要綱・指針等を定める

③組織化（準備）

④組織化（徐々に結成）

時期

進
度

⑤組織化（全域化）

⑥拠点施設
の確保・整備

⑦事務局体制
（人的配置）

⑦事務局体制
（人的配置）

⑧地域代表的性格⑧地域代表的性格

初期
段階

対等性

←人的支援
←組織化資金（補助金等）

←人的支援
←組織運営資金
←組織活動資金（補助金等）

←人的支援
←指定管理料
←組織運営・活動資金

（交付金等）

新しい公共

地域の主体性

活動の活発化

←分野別円卓会議
←取組発表会
←研修・情報提供

中期
段階

巡航
段階

…条例等

→



H27年度ブロック会議の開催予定
① ８/２０ 山口県ブロック（14時～、山口県庁）

② ８/２１ 岡山県ブロック（14時～、岡山市役所）

③ ８/２６ 近畿ブロック①（14時～、東近江市蒲生コミュニティセンター）

④ ８/２８ 関東ブロック（14時～、調布市市民活動センター）

⑤ ９/ ４ 北信越ブロック（14時～、新潟市生涯学習センター）

⑥ ９/２８ 広島県ブロック（14時～、広島県民文化センター）

⑦ ９/３０ 北陸ブロック（9:30～、福井県敦賀市県合同庁舎）

⑧１０/ ９ 四国ブロック（14時～、香川県庁）

⑨１０/１９ 東北ブロック（10時～、山形市男女共同参画センター）

⑩１０/２８ 近畿ブロック②（PM、川西市アステ市民プラザ）

⑪１０/２９ 三重県ブロック（14時～、三重県津市県合同ビル）

⑫ ２/１２ 九州ブロック（AM、八代市役所）

※参加対象は、対象圏域の会員のほか、会場によっては開催地都道府県内の各
自治体に広く参加を呼び掛け。

※主な内容は、相互の状況共有と課題に対する対応策をともに考えること。

※上記ブロック会議のほか、メーリングリストでの情報交換を実施中。 100
ダイヤモンドの原石

“輝く地域” が “市全体の輝きに”！
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光り輝くダイヤモンドに！
（市全体の輝き）

それぞれの地域が輝き…
（特色ある地域の集合体）

（ブランドメッセージ）


